
　 介護保険サービスを 利用し たと き は、原則と し てサービスにかかっ た費用の1 割（ または２・ 3 割）

を 利用者が負担し ます。残り の9割（ または８・ 7割）は、保険者（ 神戸市）が事業者に支払います。なお、

施設サービ スを 利用する 際等の食費・ 居住費（ 滞在費）・ 日常生活費等は、 原則と し て利用者が負

担し ます。

※1・ 2　 P8 参照

※3　 合計所得金額（ P8 参照）から 租税特別措置法第四十一条の三の三第二項に定める所得金額調整控除を加

　 　 　 え、 そこ から 公的年金等に係る雑所得金額を差し 引いた額

利用者負担について

　 負担割合が記載さ れた負担割合証が発行さ れます。

　 介護保険のサービ ス を 利用する と き には、 保険証

（ 被保険者証）と と も に負担割合証の提示が必要です。

Ａ 欄　 負担割合(１ 割、 ２ 割、 3割)が記載さ れます。

Ｂ 欄　 負担割合の適用期間が記載さ れます。

A B

表面

下記以外の方 1 割

第1 号被保険者本人が市民税を課税さ れており 、

その合計所得金額※1 が160 万円以上で、

本人と 世帯内の他の第1 号被保険者の「 公的年金等の収入金額※2」と「 その他の合計所得金額※3」

を 合算し た額が346 万円以上（ 世帯内に他の第1 号被保険者がいない場合は280 万円以上）の方

2 割

第1 号被保険者本人が市民税を課税さ れており 、

その合計所得金額※1 が220 万円以上で、

本人と 世帯内の他の第1 号被保険者の「 公的年金等の収入金額※2」と「 その他の合計所得金額※3」

を 合算し た額が463 万円以上（ 世帯内に他の第1 号被保険者がいない場合は340 万円以上）の方

3 割

■ サービスを利用し たと きの利用者負担

■ 負担割合の判定基準について

■ 介護保険の負担割合証

要介護（ 要支援） 認定
等の有効期間満了日が
令和 5 年 8 月以降の方

令和 5 年 7 月中旬に送付し ます。

こ れから 新たに要介護
( 要支援 ) 認定等を受け
る方

要介護 ( 要支援 ) 認定等決定時に、
介護保険証と 一緒に送付し ます。
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　 次のよ う な介護保険対象外の特別なサービ スを 受けよ う と する 場合には、

保険の１ 割（ または２ ・ 3 割）負担と は別に利用者負担が必要と なるこ と があ

り ます。

１.在宅サービスにおいて、事業所の通常の実施地域外でサービスを利用すると きの交通費

2.介護保険対象外の上乗せサービスや、ケアプランで決めら れた内容以外のサービスを受ける
と きなど

3.特別な室料（ ショ ート ステイ・ 施設サービス）利用者の特別な希望に基づく 居住環境

4.特別な食費（ ショ ート ステイ・ 施設サービス）利用者の特別な希望に基づく メ ニュー、食材など

理美容代や私物の洗濯

物代などのこと です。

食材料費と 調理費相当が

利用者負担になります。

居住環境に応じ て設定さ れます。

個　 室…………………………室料＋光熱費相当

相部屋（ 2 人以上の部屋）……室料＋光熱費相当

※相部屋を 利用し ている場合で、 感染症等により 、 医師が処遇上個室への入室が必

要と 判断し た方については、 一定期間、 利用者負担は相部屋の室料及び光熱水費

相当と なり ます。

※各施設の食費・ 居住費（ 滞在費）の額は、 各施設にお問い合わせく ださ い。

※食費・ 居住費（ 滞在費）は全額利用者負担ですが、負担軽減制度があり ます（ P39 参照）。

自宅で利用するサービス
訪問介護（ ホームヘルプサービス）など

生活環境を整えるサービス
福祉用具貸与など

サービス

費用の１割
（ または、２・ 3 割）

施設に通って利用するサービス
通所介護（ デイ サービス）など

サービス

費用の１割
（ または、２・ 3 割）

食　 費 日常生活費

短期入所し て利用するサービス
短期入所生活介護（ ショ ート ステイ ）など

サービス

費用の１割
（ または、２・ 3 割）
（ おむつ代を 含む）

食　 費 滞在費 日常生活費

その他のサービス
特定施設入居者生活介護（ 介護付有料老人ホームなど）
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型共同生活介護（ グループホーム）など

サービス

費用の１割
（ または、２・ 3 割）

食　 費 家　 賃
宿泊費

日常生活費

施設サービス
介護老人福祉施設（ 特別養護老人ホーム）
介護老人保健施設（ 老人保健施設）
介護医療院／介護療養型医療施設（ 療養病床）

サービス

費用の１割
（ または、２・ 3 割）
（ おむつ代を 含む）

食　 費 居住費 日常生活費

注

注

住民主体訪問サービス、一般介護予防事業の利用者負担については、あんし んすこ やかセンタ ー

（ 地域包括支援センタ ー）にご確認下さ い。

注

● 食費

● 日常生活費 ● 特別なサービス

● 居住費（ 滞在費）等
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事業者が介護保険のサービスを提供し たと きにその対価とし て支払われる報酬を「 介護報酬」と いいます。

１単位10 円を基本とし た地域区分単価により 計算さ れます。

※要支援の方への介護予防サービスも 同様です。

※★印のサービスについては、 事業所の所在地によら ない場合があり ます。

神戸市など 三田市など 明石市など

訪問介護（ ホームヘルプサービス）・ 介護予防訪問サービス★・ 生活支援訪問サービス★
夜間対応型訪問介護
訪問入浴介護
訪問看護
定期巡回・ 随時対応型訪問介護看護
介護予防支援・ 居宅介護支援・ 介護予防ケアマネジメ ント

10 .84 円 10 .70 円 10 .42 円

訪問リ ハビリテーショ ン
認知症対応型通所介護
通所リ ハビリテーショ ン（ デイケア）
短期入所生活介護（ ショ ート ステイ ）
小規模多機能型居宅介護
看護小規模多機能型居宅介護

10 .66 円 10 .55 円 10 .33 円

通所介護（ デイ サービス）・ 介護予防通所サービス★
地域密着型通所介護
短期入所療養介護（ ショ ート ステイ ）
特定施設入居者生活介護（ 介護付有料老人ホームなど）
認知症対応型共同生活介護（ グループホーム）

10 .54 円 10 .45 円 10 .27 円

居宅療養管理指導
福祉用具貸与

10 .00 円 10 .00 円 10 .00 円

サービスの種類

施設サービス 10 .54 円 10 .45 円 10 .27 円

　 介護保険では、 要介護度等（ 「 事業対象者」 「 要支援1・ 2」 「 要介護1 〜 5」 ）に応じ て、1 か月あ

たり のサービスの利用上限額が設けら れています。 上限を 超えてサービスを 利用し た場合は、 超え

た分は全額利用者負担と なり ます。

※1 単位あたり の単価は、 サービスによって異なり ます。 ※要支援の方への介護予防サービスも 同様です。
注 独自の利用上限額があり ます。（ P23、28、29 参照）

介護保険の給付分 利用者負担

利用上限額 超えた分

９割（ または８・ 7割）９割（ または８・ 7割） １割（ または２・ 3割）１割（ または２・ 3割）

区　 分 1 か月あたり の利用上限額

事業対象者

　 5 ,032 単位／月

要支援 1

要支援 2 10 ,531 単位／月

要介護 1 16 ,765 単位／月

要介護 2 19 ,705 単位／月

要介護 3 27 ,048 単位／月

要介護 4 30 ,938 単位／月

要介護 5 36 ,217 単位／月

次のサービスについては、 利用上限額の対象ではあり ません

自宅で利用するサービス
○居宅療養管理指導

○住民主体訪問サービス

施設に通って利用するサービス ○フレイ ル改善通所サービス

生活環境を整えるサービス ○特定福祉用具販売 注

○住宅改修 注

その他のサービス

○特定施設入居者生活介護

○認知症対応型共同生活介護

　（ 30 日以内の短期利用は除く ）

○介護予防支援・ 居宅介護支援・

　 介護予防ケアマネジメ ント

○一般介護予防事業

神戸市独自のサービス

○ミド ルステイ　

○緊急ショ ート ステイ

○緊急一時保護

○災害時ショ ート ステイ

施設サービス
○介護老人福祉施設　

○介護老人保健施設　

○介護医療院／介護療養型医療施設

● 介護報酬
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■ 利用上限額

■ それぞれのサービスの1 単位あたり の単価（ 地域区分単価）



項　 　 　 　 目 １ヵ 月間の介護に要する費用の内訳

サービス費用の1 割

（ 費　 　 　 用） 8 47 単位 × 3 0 日
× 10.5 4 円＝ 2 71, 2 9 9 円

（ 栄養マネジメ ント 強化加算） 11 単位 × 3 0 日

（ 保 険 負 担） 271, 2 9 9 円 × 0.9 ＝ 24 4 ,16 9 円

（ 利用者負担） 271, 2 9 9 円 － 24 4 ,16 9 円 ＝ 2 7,13 0 円

高額介護サービス費（ 次ページ参照）により 　 　 　 　 ＝ 15 ,0 0 0 円 （ A ）

食　 　 　 　 　 費 軽減制度（ P39 参照）申請により 　 3 9 0 円 × 3 0 日　 　 ＝ 11,7 0 0 円 （ B ）　

居　 　 住　 　 費 軽減制度（ P39 参照）申請により 　 370 円 × 3 0 日 ＝ 11,10 0 円 （ C ）　

利用者負担の合計 （ A ）＋（ B ）＋（ C ）＝ 3 7, 8 0 0 円　 日常生活費などは別途必要です。（ P35参照）

（ 地域区分単価）

（ 利用者負担割合が１ 割の場合）

（ 利用者負担割合が２ ・ 3 割の場合）

※第4 段階は、 高額介護サービスの利用者負担月額上限が世帯44,400 円の場合です。

※第4 段階は、 国の示し た基準費用額をも と に試算。 実際の額は各施設によっ て異なり ます。

利用者
負担段階

居住環境区分
1 ヵ 月の利用負担額の例

2・ 3 割負担 食 　 費 居 住 費 計

第 4 段階
（ 第 1 〜 3 ②段階

以外の方）

施設入所
ショ ート ステイ

利用

相部屋
44,400 円〜

140 ,100 円　
約44 ,０００円

約２５,０００円
約113 ,400 円〜

約209,100 円　

ユニット 型個室 約 60,０００円
約148 ,400 円〜

約244,100 円　

＋

利用者
負担段階

居住環境区分
1 ヵ 月の利用負担額の例

1 割負担 食 　 費 居 住 費 計

第 1 段階

施設入所
相部屋

１５,０００円 約１０,０００円

０円 約25 ,000 円

ユニット 型個室 約２５,０００円 約55 ,000 円

ショ ート ステイ
利用

相部屋 ０円 約25 ,000 円

ユニット 型個室 約２５,０００円 約50 ,000 円

第 2 段階

施設入所
相部屋

１５,０００円

約１2,０００円
約11,０００円 約38 ,000 円

ユニット 型個室 約２５,０００円 約52 ,000 円

ショ ート ステイ
利用

相部屋
約１8,０００円

約11,０００円 約44 ,000 円

ユニット 型個室 約２５,０００円 約58 ,000 円

第 3 段階

①

施設入所
相部屋

24,600 円

約20 ,０００円
約11,０００円 約55 ,600 円

ユニット 型個室 約40,０００円 約84 ,600 円

ショ ート ステイ
利用

相部屋
約30 ,０００円

約11,０００円 約65 ,600 円

ユニット 型個室 約40,０００円 約94 ,600 円

第 3 段階

②

施設入所
相部屋

24,600 円

約41 ,０００円
約11,０００円 約76 ,600 円

ユニット 型個室 約40,０００円 約105 ,600 円

ショ ート ステイ
利用

相部屋
約40 ,０００円

約11,０００円 約75 ,600 円

ユニット 型個室 約40,０００円 約104 ,600 円

第 4 段階
（ 第 1 〜 3 ②段階

以外の方）

施設入所
ショ ート ステイ

利用

相部屋
約27 ,000 円〜

44,400 円　
約44 ,０００円

約25,０００円
約96 ,600 円〜

約113,400 円　

ユニット 型個室 約60,０００円
約131 ,000 円〜

約148,400 円　

＋
日常生活費

（ 特別な室料）
（ 特別な食費）

日常生活費

（ 特別な室料）
（ 特別な食費）

項　 　 　 　 目 １ヵ 月間の介護に要する費用の内訳

訪問介護

（ ホームヘルプサービス）

（ 費　 　 　 用） 18 3 単位 × ４ 回 × 10.8 4 円 ＝ 7,9 3 4 円

（ 保 険 負 担） 7,9 3 4 円 × 0.9 ＝ 7 ,14 0 円

（ 利用者負担） 7,9 3 4 円 － 7,14 0 円＝       7 9 4 円  （ A ）

通所介護

（ デイサービス）

（ 費　 　 　 用） 5 81 単位 × ４ 回 × 10.5 4 円 ＝ 24 ,4 9 4 円

（ 保 険 負 担） 24 ,49 4 円 × 0.9 ＝ 2 2 ,0 4 4 円

（ 利用者負担） 24 ,49 4 円 － 2 2 ,0 4 4 円 ＝ 2 ,4 5 0 円  （ B ）

利用者負担の合計 （ A ）＋（ B ）＝ 3 ,24 4 円　 食費・ 日常生活費などは別途必要です。（ P35 参照）

（ 地域区分単価）

（ 地域区分単価）

（ 例） ●生活援助中心の訪問介護【 20 分以上45 分未満】を週に 1 回（ 月に 4 回） 利用　 ●通所介護【 通常規模で 6 時間以上7 時間未満】を週に 1 回（ 月に 4 回）利用

※実際のサービス利用時には、 初回加算や介護職員処遇改善加算、 その他の加算があり ます。

※実際のサービス利用時には、 初回加算や介護職員処遇改善加算、 その他の加算があり ます。

（ 例） ●特別養護老人ホームの相部屋（ 多床室）に入所　 ●管理栄養士が配置さ れており 、 医師と 共同で適切な栄養ケアマネジメ ント が 行われている場合

　 　 ●利用者負担第2 段階で食費・ 居住費（ 滞在費）が軽減さ れている方

■ 施設サービスの利用者負担の計算方法の例 要介護5 の場合（ １割負担の場合）

■ 施設サービス利用者負担の一例 （ 要介護5 の場合）
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■ 介護予防サービス・ 在宅サービスの利用者負担の計算方法の例 要介護1 の場合（ １割負担の場合）



○本来適用さ れるべき基準を適用すれば生活保護を必要と するが、 より 負担の低い基準を適用すれば生活保護を必要と し

ない状態と なる方（ 境界層該当）にも 軽減制度があります。

○第2 号被保険者のみの世帯の利用者負担月額上限は、（ 1）〜（ 3） のいずれかと なり ます。

○施設サービスなどの食費・ 居住費や日常生活費など、 介護保険の給付対象外の利用者負担

○利用上限額を超えた分の利用者負担

○特定福祉用具販売・ 住宅改修・ ミド ルステイ・ 緊急ショ ート ステイ・ 緊急一時保護サービス・ 災害時ショ ート ステイ・

　 住民主体訪問サービス・ フレイル改善通所サービス・ 一般介護予防事業の利用者負担

※なお、 上記（ 2）－①、 ②の方は、 上記の計算の結果、「 利用者負担合算額－高額介護サービス費額」 が15,000 円を

超える場合、15,000 円が個人と し ての負担上限と なり ます。

○高額介護サービス費の支給は個人単位で、 次のよう に計算し た額になります。

（ 利用者負担世帯合算額－世帯上限額） ×
利用者負担合算額

利用者負担世帯合算額

　 1 か月ごと の利用者負担の合計額が一定の上限を超えると きには、 申請により「 高額介護サービス

費」とし てその超えた額が支払われます。（ 同じ 世帯に複数の利用者がいる場合には、 世帯の合計額

と なります。）

※該当すると 思われる方は、 お住まいの区役所・ 北須磨支所介護医療係

（ 北神区役所は市民課窓口係）にご相談く ださ い。（ 裏表紙参照）

1.利用者負担が高額になった場合の一部払戻し（ 高額介護サービス費の支給）

対　 　 象　 　 者
介護保険＋後期高齢者医療

の利用者負担年額上限（ 世帯）

課税所得　 690 万円以上 212 万円

課税所得　 380 万円以上 141 万円

課税所得　 145 万円以上 67 万円

一　 般 56 万円

低所得
（ 市民税非課税世帯）

Ⅱ（ Ⅰ以外の方） 31 万円

Ⅰ（ 年金収入80 万円以下の方等） 19 万円

介護保険と 後期高齢者医療の場合

　 同じ 世帯内で介護保険と 医療保険の両方のサービスを 利用するこ と によって、 自己負担額が高額

になったと き は、 双方の自己負担額を 年間（ 毎年8 月分〜翌年7 月分まで） で合算し 、 申請により 、

限度額を超えた額が支払われます。

2 .介護と 医療の負担が高額になった場合の一部払戻し（ 高額医療・ 高額介護合算制度）

対　 　 象　 　 者 利用者負担月額上限

（ 1）生活保護受給者 個人 15 ,000 円

（ 2）世帯全員が市民税非課税の方 世帯 24 ,600 円

①本人の公的年金等の収入金額と その他の合計所得金額の合計が

80 万円以下の方

②老齢福祉年金受給者
個人 15 ,000 円

（ 3）世帯に市民税課税の方がおり、 世帯の中で最も所得が高い第 1 号被保
　 　険者の課税所得が 380 万円未満（ 年収が約 770 万円未満） の方 世帯 44 ,400 円

（ 4）世帯の中で、 最も所得が高い第 1 号被保険者の課税所得が 380 万円以
　 　上 690 万円未満（ 年収が約 770 万円〜約 1,160 万円未満）の方 世帯 93 ,000 円

（ 5）世帯の中で、 最も所得が高い第 1 号被保険者の課税所得が 690 万円以
　 　上（ 年収が約 1,160 万円以上）の方 世帯 140 ,100 円

■ 利用者負担の軽減制度

● 高額介護サービス費の対象と なら ないも の
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○世帯分離し ていても 配偶者の所得が勘案さ れます。 また、 預貯金等についても 勘案さ れ、 各段階に応じ て定
めら れた資産要件以下の金額であること が要件になります。

○負担軽減の認定を受けた方には、 利用さ れる居室等におけるその方の負担限度額を記載し た「 介護保険負担
限度額認定証」 を交付し ます。 サービスを利用さ れる場合は、「 被保険者証」「 負担割合証」と 共に、「 負担限
度額認定証」 の提示が必要です。

「 負担限度額認定証」を提示できなかった場合についての取扱いは、区役所・ 北須磨支所の介護医療係にお問合せく ださ い。

○利用者のご負担は、 食費・ 居住費（ 滞在費） 以外に、 サービス費用の1 割（ または２・ 3 割） や日常生活費等
があります。（ P34 参照）

○世帯のどなたかが市民税課税でも 、 高齢夫婦等の世帯であって、 一方の方が施設に入所し て食費・ 居住費
を自己負担する結果、 在宅の配偶者等の生計が困難になる場合は、 一定の条件を満たせば、 軽減さ れる特
例措置があります。

○本来適用さ れるべき基準を適用すれば生活保護を必要と するが、 より 負担の低い基準を適用すれば生活保
護を必要と し ない状態と なる方（ 境界層該当）にも 軽減制度があります。

※非課税年金についても 勘案さ れます。 第２〜３②段階は、 その他の合計所得 金額と 年金収入額（ 遺族年金
及び障害年金と いった非課税年金収入額を含む）の合計額で判定さ れます。

「 その他の合計所得金額」と は、 合計所得金額（ P8 参照）から 租税特別措置法第四十一条の三の三第二項に定める所得金
　 額調整控除を加え公的年金等にかかる雑所得を除いた額

注

注

注

　 世帯全員が市民税非課税の方や生活保護を受けておら れる方については、 施設サービス・ 短期入

所（ ショ ート ステイ ）にかかる食費・ 居住費（ 滞在費）について、 申請により 負担が軽減さ れます。

※デイ サービスや、 有料老人ホーム、 サービス付き 高齢者向け住宅、 ケアハウス、 グループホーム、（ 看護） 小規模多機

　 能型居宅介護は対象外です。

対象者 利用者負担 日額上限

利用者負担段階区分 食　 費 居住費（ 滞在費）

第1 段階

①生活保護等受給の方

②老齢福祉年金受給者で、

世帯全員が市民税非課税の方

施設入所の

場合
300 円

ユニット 型個室 820 円

ユニット 型個室的多床室 490 円

従来型個室
特養 320 円

ショ ート ステイ

利用の場合
老健等 490 円

多床室（ 特養・ 老健等） 0 円

第2 段階

世帯全員が市民税非課税で、 本

人の年金収入額と その他の合計

所得金額（ ※） の合計額が80 万

円以下の方

施設入所の

場合
390 円

ユニット 型個室 820 円

ユニット 型個室的多床室 490 円

従来型個室
特養 420 円

ショ ート ステイ

利用の場合
600 円 老健等 490 円

多床室（ 特養・ 老健等） 370 円

第3 段階

①

世帯全員が市民税非課税で、 本

人の年金収入額と その他の合計

所得金額（ ※） の合計額が80 万

円超120 万円以下の方

施設入所の

場合
650 円

ユニット 型個室 1 ,310 円

ユニット 型個室的多床室 1 ,310 円

従来型個室
特養 820 円

ショ ート ステイ

利用の場合

1 ,000
円

老健等 1 ,310 円

多床室（ 特養・ 老健等） 370 円

第3 段階

②

世帯全員が市民税非課税で、 本

人の年金収入額と その他の合計

所得金額（ ※）の合計額が120 万

円超の方

施設入所の

場合

1 ,360
円

ユニット 型個室 1 ,310 円

ユニット 型個室的多床室 1 ,310 円

従来型個室
特養 820 円

ショ ート ステイ

利用の場合

1 ,300
円

老健等 1 ,310 円

多床室（ 特養・ 老健等） 370 円

第4 段階 上記の第1 〜第3 段階以外の方 施設と の契約額を支払う こ と になり ます。

第 2 段階の方 650 万円以下

第 3 段階①の方 550 万円以下

第 3 段階②の方 500 万円以下

40 歳〜 64 歳（ 第 2 号被保険者） の方 1 ,000 万円以下

［ 参考］

国の示し た基準費用額
1 ,445 円

ユニット 型個室 2 ,006 円

ユニット 型個室的多床室 1 ,668 円

従来型個室
特養 1 ,171 円

老健等 1 ,668 円

多床室
特養 855 円

老健等 377 円

注 上記軽減の適用は、 契約時に

右記金額以下であること が前提です。

3 .食費・ 居住費（ 滞在費） の軽減［ 負担限度額認定］

【 配偶者がいる場合】
左記の金額に対し 、 一律に
1,000 万円を加算し た金額になります。｝
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対象者 軽　 減　 内　 容

①世帯全員の市民税が非課税で収入

が世帯で年間150 万円以下（ 世帯

員 2 人以上の場合は2 人目から 1

人あたり 50 万円を 加算し た 額以

下）

②預貯金等の金融資産が世帯で 350

万円以下（ 世帯員が 2 人以上の場

合は2 人目から 1 人あたり 100 万

円を加算し た額以下）

③負担能力のある親族等に扶養さ れ

ておら ず、 介護保険料を 滞納し て

いない

などの要件をすべて満たす方

対象サービス 対象費用
減額割合

老齢福祉年金
受給者の方のみ

訪問介護など サービス費用の1 割

25% を減額 50% を減額

通所介護

認知症対応型通所介護など
サービス費用の1 割＋食費

短期入所生活介護

小規模多機能型居宅介護

特別養護老人ホームなど

サービス費用の1 割

＋食費＋滞在費

（ 居住費）

※要支援の方への介護予防サービスも 同様です。

※介護予防訪問サービス、 介護予防通所サービスも 対象と なり ます。

※ご利用の際は、 各施設にお問い合わせく ださ い。

※特別養護老人ホーム等で食費・ 居住費（ 滞在費）の軽減を受けるには、「 負担限度額認定証」
の提示が必要です。

生 活 保 護 受 給 者 等

対象サービス 対象費用 減額割合

短期入所生活介護

特別養護老人ホーム
滞在費（ 居住費） 100% を減額

※ご利用の際は、 各施設にお問い合わせく ださ い。

　 社会福祉法人等が提供する対象サービスにかかる利用者負担の軽減

4 .生計困難な方等に対する利用者負担の軽減（ 社会福祉法人等による軽減）

対象者 軽　 減　 内　 容

①災害によって著し い損害を受けたと き

②生計維持者が死亡し たと き、 または生計維持者が長期入院などに
より 収入が著し く 減少し たと き

③生計維持者の収入が事業の休廃止、失業などにより 著し く 減少し たと き

3 か月以内（ 事情に応じ て 最長 6 か月） に限っ て、

必要な費用の負担が困難な度合いに応じ て利用者

負担を（ 1割負担者： 0円、3％、5％・ 2割負担者： 0円、

6％、10％・ 3 割負担者： 0 円、9％、15％）軽減

　 次の理由により 必要な費用の負担が困難な方

5 .災害や事業の休廃止による収入激減などの特別の事情がある場合の減免

※東京電力福島第一原子力発電所事故に伴い、 帰還困難区域等及び旧避難指示区域等から 転入さ れた被保険者の方につ

いては、 減免措置が該当する可能性があり ますのでご相談く ださ い

対象者 軽　 減　 内　 容

平成 12 年3 月31 日以前から 特別養護老人
ホームに入所し て いる 方（ 旧措置入所者）
で 平成 17 年 9 月末日において 利用者負担
割合が5％以下の方

利用者負担・ 食費・ 居住費については従来の負担額を 上回ら ないよう に
調整し ます。
なおユニット 型個室を 利用する場合は利用者負担・ 食費についてのみ従
来の負担額を上回ら ないよう に調整し ます。

特別養護老人ホームの利用者負担の軽減

6 .介護保険の施行前から のサービス利用者に対する経過措置

対象者 軽　 減　 内　 容

①64 歳の間に、 公的な訪問介護（ ホームヘルプサービス） を無料で

利用し たこ と がある方

②要介護又は要支援の認定を受けた 40 歳〜 64 歳までの方

全 額 免 除

　 平成18 年度以降の障害福祉サービスにおいて、境界層該当（ ※）と し て定率負担額が「 0 円」と なっ

ている方のう ち、 ①②のいずれかに該当する方（ 認定が必要です）

7.障害者訪問介護（ ホームヘルプサービス） 利用者への支援措置

※生活保護以外の制度で、 保険料や利用料などの軽減を受ければ、 生活保護を必要とし ない方
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